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昭和二十三年法律第百三十六号

警察官職務執行法

（この法律の目的）
第一条　この法律は、警察官が警察法（昭和二十九年法律第百六十二号）に規定する個人の

生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防、公安の維持並びに他の法令の執行等の職権職務
を忠実に遂行するために、必要な手段を定めることを目的とする。

２　この法律に規定する手段は、前項の目的のため必要な最小の限度において用いるべきも
のであつて、いやしくもその濫用にわたるようなことがあつてはならない。

（質問）
第二条　警察官は、異常な挙動その他周囲の事情から合理的に判断して何らかの犯罪を犯

し、若しくは犯そうとしていると疑うに足りる相当な理由のある者又は既に行われた犯罪
について、若しくは犯罪が行われようとしていることについて知つていると認められる者
を停止させて質問することができる。

２　その場で前項の質問をすることが本人に対して不利であり、又は交通の妨害になると認
められる場合においては、質問するため、その者に附近の警察署、派出所又は駐在所に同
行することを求めることができる。

３　前二項に規定する者は、刑事訴訟に関する法律の規定によらない限り、身柄を拘束さ
れ、又はその意に反して警察署、派出所若しくは駐在所に連行され、若しくは答弁を強要
されることはない。

４　警察官は、刑事訴訟に関する法律により逮捕されている者については、その身体につい
て凶器を所持しているかどうかを調べることができる。

（保護）
第三条　警察官は、異常な挙動その他周囲の事情から合理的に判断して次の各号のいずれか

に該当することが明らかであり、かつ、応急の救護を要すると信ずるに足りる相当な理由
のある者を発見したときは、取りあえず警察署、病院、救護施設等の適当な場所におい
て、これを保護しなければならない。
一　精神錯乱又は泥酔のため、自己又は他人の生命、身体又は財産に危害を及ぼすおそれ

のある者

令和8年10月1日 施行

重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関する法律の施行に伴う関係法律の整
備等に関する法律（令和七年法律第四十三号）
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二　迷い子、病人、負傷者等で適当な保護者を伴わず、応急の救護を要すると認められる
者（本人がこれを拒んだ場合を除く。）

２　前項の措置をとつた場合においては、警察官は、できるだけすみやかに、その者の家
族、知人その他の関係者にこれを通知し、その者の引取方について必要な手配をしなけれ
ばならない。責任ある家族、知人等が見つからないときは、すみやかにその事件を適当な
公衆保健若しくは公共福祉のための機関又はこの種の者の処置について法令により責任を
負う他の公の機関に、その事件を引き継がなければならない。

３　第一項の規定による警察の保護は、二十四時間をこえてはならない。但し、引き続き保
護することを承認する簡易裁判所（当該保護をした警察官の属する警察署所在地を管轄す
る簡易裁判所をいう。以下同じ。）の裁判官の許可状のある場合は、この限りでない。

４　前項但書の許可状は、警察官の請求に基き、裁判官において已むを得ない事情があると
認めた場合に限り、これを発するものとし、その延長に係る期間は、通じて五日をこえて
はならない。この許可状には已むを得ないと認められる事情を明記しなければならない。

５　警察官は、第一項の規定により警察で保護をした者の氏名、住所、保護の理由、保護及
び引渡の時日並びに引渡先を毎週簡易裁判所に通知しなければならない。

（避難等の措置）
第四条　警察官は、人の生命若しくは身体に危険を及ぼし、又は財産に重大な損害を及ぼす

虞のある天災、事変、工作物の損壊、交通事故、危険物の爆発、狂犬、奔馬の類等の出
現、極端な雑踏等危険な事態がある場合においては、その場に居合わせた者、その事物の
管理者その他関係者に必要な警告を発し、及び特に急を要する場合においては、危害を受
ける虞のある者に対し、その場の危害を避けしめるために必要な限度でこれを引き留め、
若しくは避難させ、又はその場に居合わせた者、その事物の管理者その他関係者に対し、
危害防止のため通常必要と認められる措置をとることを命じ、又は自らその措置をとるこ
とができる。

２　前項の規定により警察官がとつた処置については、順序を経て所属の公安委員会にこれ
を報告しなければならない。この場合において、公安委員会は他の公の機関に対し、その
後の処置について必要と認める協力を求めるため適当な措置をとらなければならない。

（犯罪の予防及び制止）
第五条　警察官は、犯罪がまさに行われようとするのを認めたときは、その予防のため関係

者に必要な警告を発し、又、もしその行為により人の生命若しくは身体に危険が及び、又
は財産に重大な損害を受ける虞があつて、急を要する場合においては、その行為を制止す
ることができる。

（立入）
第六条　警察官は、前二条に規定する危険な事態が発生し、人の生命、身体又は財産に対し

危害が切迫した場合において、その危害を予防し、損害の拡大を防ぎ、又は被害者を救助
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するため、已むを得ないと認めるときは、合理的に必要と判断される限度において他人の
土地、建物又は船車の中に立ち入ることができる。

２　興行場、旅館、料理屋、駅その他多数の客の来集する場所の管理者又はこれに準ずる者
は、その公開時間中において、警察官が犯罪の予防又は人の生命、身体若しくは財産に対
する危害予防のため、その場所に立ち入ることを要求した場合においては、正当の理由な
くして、これを拒むことができない。

３　警察官は、前二項の規定による立入に際しては、みだりに関係者の正当な業務を妨害し
てはならない。

４　警察官は、第一項又は第二項の規定による立入に際して、その場所の管理者又はこれに
準ずる者から要求された場合には、その理由を告げ、且つ、その身分を示す証票を呈示し
なければならない。

（サイバー危害防止措置執行官による措置）
第六条の二　警察庁長官は、警察庁又は都道府県警察の警察官のうちから、次項の規定によ

る処置を適正にとるために必要な知識及び能力を有すると認められる警察官をサイバー危
害防止措置執行官として指名するものとする。

２　サイバー危害防止措置執行官は、サイバーセキュリティ（サイバーセキュリティ基本法
（平成二十六年法律第百四号）第二条に規定するサイバーセキュリティをいう。）を害す
ることその他情報技術を用いた不正な行為（以下この項において「情報技術利用不正行
為」という。）に用いられる電気通信若しくはその疑いがある電気通信（以下この項及び
第四項ただし書において「加害関係電気通信」という。）又は情報技術利用不正行為に用
いられる電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することが
できない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものを
いう。以下この項において同じ。）若しくはその疑いがある電磁的記録（以下この項にお
いて「加害関係電磁的記録」という。）を認めた場合であつて、そのまま放置すれば人の
生命、身体又は財産に対する重大な危害が発生するおそれがあるため緊急の必要があると
きは、加害関係電気通信の送信元若しくは送信先である電子計算機又は加害関係電磁的記
録が記録された電子計算機（以下この条において「加害関係電子計算機」と総称する。）
の管理者その他関係者に対し、加害関係電子計算機に記録されている加害関係電磁的記録
の消去その他の危害防止のため通常必要と認められる措置であつて電気通信回線を介して
行う加害関係電子計算機の動作に係るもの（適切に危害防止を図るために通常必要と認め
られる限度において、電気通信回線を介して当該加害関係電子計算機に接続して当該加害
関係電子計算機に記録されたその動作に係る電磁的記録を確認することを含む。）をとる
ことを命じ、又は自らその措置をとることができる。

３　加害関係電子計算機が国内に設置されていると認める相当な理由がない場合における当
該加害関係電子計算機の動作に係る前項の規定による処置は、警察庁の警察官であるサイ
バー危害防止措置執行官に限り、とることができるものとする。この場合において、当該
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サイバー危害防止措置執行官は、あらかじめ、警察庁長官を通じて、外務大臣に協議しな
ければならない。

４　サイバー危害防止措置執行官は、第二項の規定による処置をとる場合には、あらかじ
め、サイバー通信情報監理委員会の承認を得なければならない。ただし、当該加害関係電
子計算機から重要電子計算機（重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関
する法律（令和七年法律第四十二号）第二条第二項に規定する重要電子計算機をいう。）
に対してその機能に重大な障害を生じさせ、又は生じさせるおそれのある加害関係電気通
信が現に送信されている場合その他の当該危害防止のためにはサイバー通信情報監理委員
会の承認を得るいとまがないと認める特段の事由がある場合は、この限りでない。

５　第三項に規定する場合における前項の承認の求めは、第三項の規定による協議の結果を
添えて行わなければならない。

６　サイバー通信情報監理委員会は、第四項の承認の求めがあつた場合において、当該求め
が第二項及び第三項の規定に照らして適切であると認めるときは、当該承認をするものと
する。

７　サイバー危害防止措置執行官は、第二項の規定による処置をとるに際しては、みだりに
関係者の正当な業務を妨害してはならない。

８　サイバー危害防止措置執行官は、第二項の規定による処置をとつたときは、当該加害関
係電子計算機の管理者に同項に規定する措置をとることを命じた場合を除き、国家公安委
員会規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨を当該管理者に通知するものとす
る。ただし、当該加害関係電子計算機に関係する危害の防止に支障がある場合及び当該管
理者の所在が不明である場合は、この限りでない。

９　サイバー危害防止措置執行官は、第四項ただし書の規定によりサイバー通信情報監理委
員会の承認を得ないで第二項の規定による処置をとつたときは、速やかに、当該処置につ
いてサイバー通信情報監理委員会に通知しなければならない。

１０　前項の規定による通知を受けたサイバー通信情報監理委員会は、当該通知に係る処置
が第二項、第三項及び第四項ただし書の規定に照らして適切に行われたかどうかを確認
し、第二項の規定による処置に係る事務の適正な実施を確保するため必要があると認める
ときは、当該確認の結果に基づき、当該通知を行つたサイバー危害防止措置執行官が所属
する警察庁又は都道府県警察の警察庁長官又は警視総監若しくは道府県警察本部長（次項
において「警察庁長官等」という。）に対し、必要な措置をとるべきことを勧告するもの
とする。

１１　サイバー危害防止措置執行官は、この条の規定による措置の実施について、警察庁長
官等（第三項に規定する場合にあつては、警察庁長官）の指揮を受けなければならない。

（武器の使用）
第七条　警察官は、犯人の逮捕若しくは逃走の防止、自己若しくは他人に対する防護又は公

務執行に対する抵抗の抑止のため必要であると認める相当な理由のある場合においては、
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その事態に応じ合理的に必要と判断される限度において、武器を使用することができ
る。ただし、刑法（明治四十年法律第四十五号）第三十六条（正当防衛）若しくは同法第
三十七条（緊急避難）に該当する場合又は次の各号のいずれかに該当する場合を除いて
は、人に危害を与えてはならない。
一　死刑又は無期若しくは長期三年以上の拘禁刑に当たる凶悪な罪を現に犯し、若しくは

既に犯したと疑うに足りる充分な理由のある者がその者に対する警察官の職務の執行に
対して抵抗し、若しくは逃亡しようとするとき又は第三者がその者を逃がそうとして警
察官に抵抗するとき、これを防ぎ、又は逮捕するために他に手段がないと警察官におい
て信ずるに足りる相当な理由のある場合

二　逮捕状により逮捕する際又は勾引状若しくは勾留状を執行する際その本人がその者に
対する警察官の職務の執行に対して抵抗し、若しくは逃亡しようとするとき又は第三者
がその者を逃がそうとして警察官に抵抗するとき、これを防ぎ、又は逮捕するために他
に手段がないと警察官において信ずるに足りる相当な理由のある場合

（他の法令による職権職務）
第八条　警察官は、この法律の規定によるの外、刑事訴訟その他に関する法令及び警察の規

則による職権職務を遂行すべきものとする。
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昭和二十九年法律第百六十五号

自衛隊法

第六章　自衛隊の行動

（防衛出動）
第七十六条　内閣総理大臣は、次に掲げる事態に際して、我が国を防衛するため必要がある

と認める場合には、自衛隊の全部又は一部の出動を命ずることができる。この場合におい
ては、武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の
安全の確保に関する法律（平成十五年法律第七十九号）第九条の定めるところにより、国
会の承認を得なければならない。
一　我が国に対する外部からの武力攻撃が発生した事態又は我が国に対する外部からの武

力攻撃が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至つた事態
二　我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これにより我が国の存立

が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険があ
る事態

２　内閣総理大臣は、出動の必要がなくなつたときは、直ちに、自衛隊の撤収を命じなけれ
ばならない。

（命令による治安出動）
第七十八条　内閣総理大臣は、間接侵略その他の緊急事態に際して、一般の警察力をもつて

は、治安を維持することができないと認められる場合には、自衛隊の全部又は一部の出動
を命ずることができる。

２　内閣総理大臣は、前項の規定による出動を命じた場合には、出動を命じた日から二十日
以内に国会に付議して、その承認を求めなければならない。ただし、国会が閉会中の場合
又は衆議院が解散されている場合には、その後最初に召集される国会において、すみやか
に、その承認を求めなければならない。

３　内閣総理大臣は、前項の場合において不承認の議決があつたとき、又は出動の必要がな
くなつたときは、すみやかに、自衛隊の撤収を命じなければならない。

（要請による治安出動）
第八十一条　都道府県知事は、治安維持上重大な事態につきやむを得ない必要があると認め

る場合には、当該都道府県の都道府県公安委員会と協議の上、内閣総理大臣に対し、部隊

令和8年10月1日 施行

重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関する法律の施行に伴う関係法律の整
備等に関する法律（令和七年法律第四十三号）
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等の出動を要請することができる。
２　内閣総理大臣は、前項の要請があり、事態やむを得ないと認める場合には、部隊等の出

動を命ずることができる。
３　都道府県知事は、事態が収まり、部隊等の出動の必要がなくなつたと認める場合には、

内閣総理大臣に対し、すみやかに、部隊等の撤収を要請しなければならない。
４　内閣総理大臣は、前項の要請があつた場合又は部隊等の出動の必要がなくなつたと認め

る場合には、すみやかに、部隊等の撤収を命じなければならない。
５　都道府県知事は、第一項に規定する要請をした場合には、事態が収つた後、すみやか

に、その旨を当該都道府県の議会に報告しなければならない。
６　第一項及び第三項に規定する要請の手続は、政令で定める。

（重要電子計算機に対する通信防護措置）
第八十一条の三　内閣総理大臣は、重要電子計算機に対する特定不正行為（重要電子計算機

に対する不正な行為による被害の防止に関する法律（令和七年法律第四十二号）第二条第
四項に規定する特定不正行為をいい、電気通信回線を介して行われるものに限る。以下こ
の項及び第四項第一号において同じ。）であつて、本邦外にある者による特に高度に組織
的かつ計画的な行為と認められるものが行われた場合において、次の各号のいずれにも該
当することにより自衛隊が対処を行う特別の必要があると認めるときは、部隊等に当該特
定不正行為（当該特定不正行為を行つた者による同種の特定不正行為を含む。第一号にお
いて同じ。）による当該重要電子計算機への被害を防止するために必要な電子計算機の動
作に係る措置であつて電気通信回線を介して行うもの（以下この条及び第九十一条の三に
おいて「通信防護措置」という。）をとるべき旨を命ずることができる。
一　当該特定不正行為により重要電子計算機に特定重大支障（重要電子計算機の機能の停

止又は低下であつて、当該機能の停止又は低下が生じた場合に、当該重要電子計算機に
係る事務又は事業の安定的な遂行に容易に回復することができない支障が生じ、これに
よつて国家及び国民の安全を著しく損なう事態が生ずるものをいう。次号において同
じ。）が生ずるおそれが大きいと認めること。

二　特定重大支障の発生を防止するために自衛隊が有する特別の技術又は情報が必要不可
欠であること。

三　国家公安委員会からの要請又はその同意があること。
２　前項の「重要電子計算機」とは、重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止

に関する法律第二条第二項に規定する重要電子計算機（同項第三号に該当するものにあつ
ては、防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和
五年法律第五十四号）第二十七条第一項に規定する契約事業者である者が次に掲げる情報
を取り扱うために使用するものに限る。）をいう。
一　日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法（昭和二十九年法律第百六十六号）第一条

第三項に規定する特別防衛秘密である情報
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二　特定秘密の保護に関する法律（平成二十五年法律第百八号）第三条第一項に規定する
特定秘密（同法第五条第四項の規定により防衛大臣が保有させ、又は同法第八条第一項
の規定により防衛大臣が提供したものに限る。）である情報

三　防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律第二十七
条第一項に規定する装備品等秘密である情報

四　重要経済安保情報の保護及び活用に関する法律（令和六年法律第二十七号）第三条第
一項に規定する重要経済安保情報（同法第十条第一項の規定により防衛大臣が提供し、
又は同条第二項の規定により防衛大臣が保有させたものに限る。）である情報

３　第一項の規定により通信防護措置をとるべき旨を命ぜられた部隊等は、警察庁又は都道
府県警察（次項第四号において「警察庁等」という。）と共同して当該通信防護措置を実
施するものとする。

４　内閣総理大臣は、第一項の規定により部隊等に通信防護措置をとるべき旨を命ずる場合
には、あらかじめ、防衛大臣と国家公安委員会との間で協議をさせた上で、次に掲げる事
項を指定しなければならない。
一　通信防護措置により対処を行う特定不正行為及び防護の対象となる第二項に規定する

重要電子計算機
二　通信防護措置として実施すべき措置に関する事項
三　通信防護措置の期間
四　警察庁等と共同して通信防護措置を実施する要領その他の警察庁等との連携に関する

事項
五　その他必要な事項

５　内閣総理大臣は、前項第三号の期間内であつても、通信防護措置の必要がなくなつたと
認める場合には、速やかに、部隊等に通信防護措置の終了を命じなければならない。

第七章　自衛隊の権限

（治安出動時の権限）
第八十九条　警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号。第六条の二を除く。）の

規定は第七十八条第一項又は第八十一条第二項の規定により出動を命ぜられた自衛隊の自
衛官の職務の執行について、同法第六条の二第二項から第十一項までの規定は当該自衛官
のうちこの項において準用する同条第二項の規定による処置を適正にとるために必要な能
力を有する部隊等として防衛大臣が指定する部隊等に属するものの職務の執行について、
それぞれ準用する。この場合において、同法第四条第二項中「公安委員会」とあるのは
「防衛大臣の指定する者」と、同法第六条の二第三項中「処置は、警察庁の警察官である
サイバー危害防止措置執行官に限り、とることができるものとする。この場合において、
当該」とあるのは「処置をとる」と、「警察庁長官」とあるのは「防衛大臣」と、同条第
四項中「あらかじめ」とあるのは「あらかじめ、防衛大臣を通じて」と、同条第八項中
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「国家公安委員会規則」とあるのは「防衛省令」と、「その旨を」とあるのは「その旨を
部隊等の長を通じて」と、同条第九項中「サイバー通信情報監理委員会に」とあるのは
「防衛大臣を通じてサイバー通信情報監理委員会に」と、同条第十項中「当該通知を行つ
たサイバー危害防止措置執行官が所属する警察庁又は都道府県警察の警察庁長官又は警視
総監若しくは道府県警察本部長（次項において「警察庁長官等」という。）」とあり、及
び同条第十一項中「警察庁長官等（第三項に規定する場合にあつては、警察庁長官）」と
あるのは「防衛大臣」と読み替えるものとする。

２　前項において準用する警察官職務執行法第七条の規定により自衛官が武器を使用するに
は、刑法（明治四十年法律第四十五号）第三十六条又は第三十七条に該当する場合を除
き、当該部隊指揮官の命令によらなければならない。

（重要電子計算機に対する通信防護措置の際の権限）
第九十一条の三　警察官職務執行法第六条の二第二項から第十一項までの規定は、第八十一

条の三第一項の規定により通信防護措置をとるべき旨を命ぜられた部隊等の自衛官の職務
の執行について準用する。この場合において、同法第六条の二第二項中「サイバーセキュ
リティ（サイバーセキュリティ基本法（平成二十六年法律第百四号）第二条に規定するサ
イバーセキュリティをいう。）を害することその他情報技術を用いた不正な行為（以下こ
の項において「情報技術利用不正行為」という。）」とあるのは「重要電子計算機（自衛
隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）第八十一条の三第二項に規定する重要電子計算機
をいう。第四項において同じ。）に対する特定不正行為（同条第一項に規定する特定不正
行為をいう。以下この項において同じ。）」と、「情報技術利用不正行為に」とあるのは
「当該特定不正行為に」と、同条第三項中「処置は、警察庁の警察官であるサイバー危害
防止措置執行官に限り、とることができるものとする。この場合において、当該」とある
のは「処置をとる」と、「警察庁長官」とあるのは「防衛大臣」と、同条第四項中「あら
かじめ」とあるのは「あらかじめ、防衛大臣を通じて」と、同項ただし書中「重要電子計
算機（重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関する法律（令和七年法律
第四十二号）第二条第二項に規定する重要電子計算機をいう。）」とあるのは「重要電子
計算機」と、同条第八項中「国家公安委員会規則」とあるのは「防衛省令」と、「その旨
を」とあるのは「その旨を部隊等の長を通じて」と、同条第九項中「サイバー通信情報監
理委員会に」とあるのは「防衛大臣を通じてサイバー通信情報監理委員会に」と、同条第
十項中「当該通知を行つたサイバー危害防止措置執行官が所属する警察庁又は都道府県警
察の警察庁長官又は警視総監若しくは道府県警察本部長（次項において「警察庁長官等」
という。）」とあり、及び同条第十一項中「警察庁長官等（第三項に規定する場合にあつ
ては、警察庁長官）」とあるのは「防衛大臣」と読み替えるものとする。

（防衛出動時の公共の秩序の維持のための権限）
第九十二条　第七十六条第一項（第一号に係る部分に限る。以下この条において同じ。）の

規定により出動を命ぜられた自衛隊は、第八十八条の規定により武力を行使するほか、必
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要に応じ、公共の秩序を維持するため行動することができる。
２　警察官職務執行法（第六条の二を除く。）及び第九十条第一項の規定は第七十六条第一

項の規定により出動を命ぜられた自衛隊の自衛官が前項の規定により公共の秩序の維持の
ため行う職務の執行について、同法第六条の二第二項から第十一項までの規定は当該自衛
官のうちこの項において準用する同条第二項の規定による処置を適正にとるために必要な
能力を有する部隊等として防衛大臣が指定する部隊等に属するものが前項の規定により公
共の秩序の維持のため行う職務の執行について、海上保安庁法第十六条、第十七条第一項
及び第十八条の規定は第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられた海上自衛隊の三等
海曹以上の自衛官が前項の規定により公共の秩序の維持のため行う職務の執行について、
同法第二十条第二項の規定は第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられた海上自衛隊
の自衛官が前項の規定により公共の秩序の維持のため行う職務の執行について、それぞれ
準用する。この場合において、警察官職務執行法第四条第二項中「公安委員会」とあるの
は「防衛大臣の指定する者」と、同法第六条の二第三項中「処置は、警察庁の警察官であ
るサイバー危害防止措置執行官に限り、とることができるものとする。この場合におい
て、当該」とあるのは「処置をとる」と、「警察庁長官」とあるのは「防衛大臣」と、同
条第四項中「あらかじめ」とあるのは「あらかじめ、防衛大臣を通じて」と、同条第八項
中「国家公安委員会規則」とあるのは「防衛省令」と、「その旨を」とあるのは「その旨
を部隊等の長を通じて」と、同条第九項中「サイバー通信情報監理委員会に」とあるのは
「防衛大臣を通じてサイバー通信情報監理委員会に」と、同条第十項中「当該通知を行つ
たサイバー危害防止措置執行官が所属する警察庁又は都道府県警察の警察庁長官又は警視
総監若しくは道府県警察本部長（次項において「警察庁長官等」という。）」とあり、及
び同条第十一項中「警察庁長官等（第三項に規定する場合にあつては、警察庁長官）」と
あるのは「防衛大臣」と、海上保安庁法第二十条第二項中「前項において準用する警察官
職務執行法第七条」とあるのは「自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）第九十二条
第二項において準用する警察官職務執行法第七条及び自衛隊法第九十条第一項」と、「第
十七条第一項」とあるのは「同法第九十二条第二項において準用する第十七条第一項」
と、「海上保安庁長官」とあるのは「防衛大臣」と読み替えるものとする。

３　第八十九条第二項の規定は、前項において準用する警察官職務執行法第七条又はこの法
律第九十条第一項の規定により自衛官が武器を使用する場合及び前項において準用する海
上保安庁法第二十条第二項の規定により海上自衛隊の自衛官が武器を使用する場合につい
て準用する。

４　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられた自衛隊の自衛官のうち、第一項の規定
により公共の秩序の維持のため行う職務に従事する者は、道路交通法（昭和三十五年法律
第百五号）第百十四条の五及びこれに基づく命令の定めるところにより、同条に規定する
措置をとることができる。

（自衛隊等が使用する特定電子計算機の警護のための権限）
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第九十五条の四　警察官職務執行法第六条の二第二項から第十一項までの規定は、次に掲げ
る特定電子計算機（不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成十一年法律第百二十八
号）第二条第一項に規定する特定電子計算機をいう。）をサイバーセキュリティ（サイバ
ーセキュリティ基本法（平成二十六年法律第百四号）第二条に規定するサイバーセキュリ
ティをいう。）を害することその他情報技術を用いた不正な行為から職務上警護する自衛
官の職務の執行について準用する。この場合において、警察官職務執行法第六条の二第二
項中「、サイバーセキュリティ」とあるのは「、自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五
号）第九十五条の四第一項各号に掲げる特定電子計算機（第四項ただし書において「特定
電子計算機」という。）に対するサイバーセキュリティ」と、「情報技術利用不正行為
に」とあるのは「当該情報技術利用不正行為に」と、同条第三項中「処置は、警察庁の警
察官であるサイバー危害防止措置執行官に限り、とることができるものとする。この場合
において、当該」とあるのは「処置をとる」と、「警察庁長官」とあるのは「防衛大臣」
と、同条第四項中「あらかじめ」とあるのは「あらかじめ、防衛大臣を通じて」と、同項
ただし書中「に対し」とあるのは「である特定電子計算機に対し」と、同条第八項中「国
家公安委員会規則」とあるのは「防衛省令」と、「その旨を」とあるのは「その旨を部隊
等の長を通じて」と、同条第九項中「サイバー通信情報監理委員会に」とあるのは「防衛
大臣を通じてサイバー通信情報監理委員会に」と、同条第十項中「当該通知を行つたサイ
バー危害防止措置執行官が所属する警察庁又は都道府県警察の警察庁長官又は警視総監若
しくは道府県警察本部長（次項において「警察庁長官等」という。）」とあり、及び同条
第十一項中「警察庁長官等（第三項に規定する場合にあつては、警察庁長官）」とあるの
は「防衛大臣」と読み替えるものとする。
一　自衛隊が使用する特定電子計算機
二　日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に基づき日本国にあるア

メリカ合衆国の軍隊が使用する特定電子計算機
２　前項第二号に掲げる特定電子計算機に対する同項の警護は、アメリカ合衆国の軍隊から

要請があつた場合であつて、防衛大臣が必要と認めるときに限り、自衛官が行うものとす
る。
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昭和二十三年法律第二十八号

海上保安庁法

第一章　組織

第十六条　海上保安官は、第五条第二号に掲げる職務を行うため若しくは犯人を逮捕するに
当たり、又は非常事変に際し、必要があるときは、付近にある人及び船舶に対し、協力を
求めることができる。

第十七条　海上保安官は、その職務を行うため必要があるときは、船長又は船長に代わつて
船舶を指揮する者に対し、法令により船舶に備え置くべき書類の提出を命じ、船舶の同一
性、船籍港、船長の氏名、直前の出発港又は出発地、目的港又は目的地、積荷の性質又は
積荷の有無その他船舶、積荷及び航海に関し重要と認める事項を確かめるため船舶の進行
を停止させて立入検査をし、又は乗組員及び旅客並びに船舶の所有者若しくは賃借人又は
用船者その他海上の安全及び治安の確保を図るため重要と認める事項について知つている
と認められる者に対しその職務を行うために必要な質問をすることができる。

②　海上保安官は、前項の規定により立入検査をし、又は質問するときは、制服を着用し、
又はその身分を示す証票を携帯しなければならない。

③　海上保安官の服制は、国土交通省令で定める。

第十八条　海上保安官は、海上における犯罪が正に行われようとするのを認めた場合又は天
災事変、海難、工作物の損壊、危険物の爆発等危険な事態がある場合であつて、人の生命
若しくは身体に危険が及び、又は財産に重大な損害が及ぶおそれがあり、かつ、急を要す
るときは、他の法令に定めのあるもののほか、次に掲げる措置を講ずることができる。
一　船舶の進行を開始させ、停止させ、又はその出発を差し止めること。
二　航路を変更させ、又は船舶を指定する場所に移動させること。
三　乗組員、旅客その他船内にある者（以下「乗組員等」という。）を下船させ、又はそ

の下船を制限し、若しくは禁止すること。
四　積荷を陸揚げさせ、又はその陸揚げを制限し、若しくは禁止すること。
五　他船又は陸地との交通を制限し、又は禁止すること。
六　前各号に掲げる措置のほか、海上における人の生命若しくは身体に対する危険又は財

産に対する重大な損害を及ぼすおそれがある行為を制止すること。

令和7年6月1日 施行 現在施行

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和四年法律第六十

八号）

Law RevisionID:323AC0000000028_20250601_504AC0000000068
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②　海上保安官は、船舶の外観、航海の態様、乗組員等の異常な挙動その他周囲の事情から
合理的に判断して、海上における犯罪が行われることが明らかであると認められる場合そ
の他海上における公共の秩序が著しく乱されるおそれがあると認められる場合であつて、
他に適当な手段がないと認められるときは、前項第一号又は第二号に掲げる措置を講ずる
ことができる。

第二十条　海上保安官及び海上保安官補の武器の使用については、警察官職務執行法（昭和
二十三年法律第百三十六号）第七条の規定を準用する。

②　前項において準用する警察官職務執行法第七条の規定により武器を使用する場合のほ
か、第十七条第一項の規定に基づき船舶の進行の停止を繰り返し命じても乗組員等がこれ
に応ぜずなお海上保安官又は海上保安官補の職務の執行に対して抵抗し、又は逃亡しよう
とする場合において、海上保安庁長官が当該船舶の外観、航海の態様、乗組員等の異常な
挙動その他周囲の事情及びこれらに関連する情報から合理的に判断して次の各号の全てに
該当する事態であると認めたときは、海上保安官又は海上保安官補は、当該船舶の進行を
停止させるために他に手段がないと信ずるに足りる相当な理由のあるときには、その事態
に応じ合理的に必要と判断される限度において、武器を使用することができる。
一　当該船舶が、外国船舶（軍艦及び各国政府が所有し又は運航する船舶であつて非商業

的目的のみに使用されるものを除く。）と思料される船舶であつて、かつ、海洋法に関
する国際連合条約第十九条に定めるところによる無害通航でない航行を我が国の内水又
は領海において現に行つていると認められること（当該航行に正当な理由がある場合を
除く。）。

二　当該航行を放置すればこれが将来において繰り返し行われる蓋然性があると認められ
ること。

三　当該航行が我が国の領域内において死刑又は無期若しくは長期三年以上の拘禁刑に当
たる凶悪な罪（以下「重大凶悪犯罪」という。）を犯すのに必要な準備のため行われて
いるのではないかとの疑いを払拭することができないと認められること。

四　当該船舶の進行を停止させて立入検査をすることにより知り得べき情報に基づいて適
確な措置を尽くすのでなければ将来における重大凶悪犯罪の発生を未然に防止すること
ができないと認められること。
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